





























































































居住地 函館市民 321 321 642 
函館市以外道内 100 106 206
東北 63 69 132 
関東 40 43 83 
合計 524 539 1063 










以下 20代 30代 40代 50代 60代 以上 合計 
居 函館市民 196 89 77 102 89 53 41 647
住 函館市以外道内 53 22 22 32 24 37 18 208
地 東北 4 22 15 16 24 37 14 132
関東 2 6 7 12 18 26 13 84
合計 255 139 121 162 155 153 86 1071





19歳以下 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上
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している 関心はある 関心はない 合計 
居 函館市民 147 358 139 644 
住 函館市以外道内 56 122 30 208 
地 東北 38 83 11 132 
関東 23 56 5 84 
合計 264 619 185 1068 













している 関心はある 関心はない 合計 
居 函館市民 141 323 177 641 
住 函館市以外道内 49 119 40 208 
地 東北 42 77 13 132 
関東 21 57 6 84 
合計 253 576 236 1065 













いる 関心はある 関心はない 合計 
居 函館市民 58 283 294 635 
住 函館市以外道内 23 110 73 206 
地 東北 7 66 54 127 
関東 8 39 35 82 
合計 96 498 456 1050 























変えた が知っている 知らない 合計 
居 函館市民 90 363 194 647 
住 函館市以外道内 38 126 44 208 
地 東北 4 118 10 132 
関東 9 69 6 84 
合計 141 676 254 1071 











変えた が知っている らない 合計 
年 19歳以下 15 71 110 196 
代 20代 8 52 29 89 
30代 18 44 15 77 
40代 22 71 9 102 
50代 15 61 12 88 
60代 7 35 11 53 
70歳以上 5 29 7 41 
90 363 193 646 




















変えた が知っている 知らない 合計 
居 函館市民 57 361 229 647 
住 函館市以外道内 17 130 61 208 
地 東北 6 99 25 130 
関東 3 68 12 83 
合計 83 658 327 1068 











変えた が知っている 知らない 合計 
年 19歳以下 12 66 118 196 
代 20代 11 47 31 89 
30代 7 52 18 77 
40代 8 72 21 101 
50代 12 59 18 89 
60代 5 37 11 53 
70歳以上 2 28 11 41 
合計 57 361 228 646 
















函館市 外道内 東北 関東
（n=631） （n=206） （n=128） （n=82） 
電気・ガス 価格 266 110 62 37 
を選ぶ基準 ポイント 34 19 2 5 
再生可能エネルギ  ー 32 14 13 4 
地元の応援 27 13 16 3 
わかりやすさ・手軽さ 87 29 21 15 
特にない 208 40 27 25 
























（n=140） （n=656） （n=250） 
電気・ガス 価格 88 303 84 
を選ぶ基準 ポイント 21 33 6 
再生可能エネルギ  ー 9 46 8 
地元の応援 11 43 4 
わかりやすさ・手軽さ 17 111 24 
特にない 10 160 130 


















電気・ガス 価格 38 327 109 
を選ぶ基準 ポイント 19 28 13 
再生可能エネルギ  ー 6 44 11 
地元の応援 10 36 13 
わかりやすさ・手軽さ 10 103 38 
特にない 10 143 147 

















図表6.1 利用している再生可能エネルギ  ー
居住地 
函館市以
函館市民 外道内 東北 関東
（n=629） （n=199） （n=128） （n=77） 
利用している 太陽光発電 95 28 25 1 
再生可能エネ 太陽熱利用 24 7 5 1 
ルギー ペレット暖房 16 7 4 1 
コジュネレーション 36 9 4 1 
燃料電池 29 13 4 0 
いずれもない 442 139 89 73 


















































函館市民 外道内 東北 関東
（n=633） （n=199） （n=130） （n=82） 
再生可能エ 価格・補助金等 168 58 40 26 
ネルギーを 環境への貢献 83 22 37 21 
選ぶ基準 わかりやすさ・手軽さ 63 34 21 14 
興味・楽しそう 36 13 9 0 
特にない 299 79 37 28 



















がある 関心はある はない 合計 
居 函館市民 21 231 388 640 
住 函館市以外道内 11 74 118 203 
地 東北 5 51 74 130 
関東 3 29 50 82 
合計 40 385 630 1055 


























































るさと納税」 ンティアをして 関心はあ 関心はな
をしている いる る い 合計 
居 函館市民 0 58 26 349 189 622 
住 函館市以外道内 34 2 6 102 58 202 
地 東北 10 5 2 71 40 128 
関東 4 3 0 51 24 82 
合計 48 68 34 573 311 1034 


















るさと納税」 ンティアをして 関心はあ 関心はな
をしている いる る い 合計 
居 函館市民 0 58 26 349 189 622 
住 函館市以外道内 34 2 6 102 58 202 
地 東北 10 5 2 71 40 128 
関東 4 3 0 51 24 82 
合計 48 68 34 573 311 1034 



















るさと納税」 ンティアをして 関心はあ 関心はな
をしている いる る い 合計 
居 函館市民 0 58 26 349 189 622 
住 函館市以外道内 34 2 6 102 58 202 
地 東北 10 5 2 71 40 128 
関東 4 3 0 51 24 82 
合計 48 68 34 573 311 1034 
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生可能エネルギーを利用している人が多いが、この再生可能エネルギーを選ぶ基
準は「価格・補助金等」が多く、一部に「環境への貢献」がある。また、電力の
自由化による電力会社の変更、自宅での再生可能エネルギーの利用と、エネルギー
市民ファンドへの寄付や投資には関係があるが、このエネルギー市民ファンドに
寄付や投資をしている人の理由は、地元の応援、環境への貢献、配当や返礼等で
ある。つまり、電力会社の変更、再生可能エネルギーの利用、エネルギー市民ファ
ンドへの寄付や投資という、市民がエネルギーを選ぶ基準には、価格や補助金、
配当等があり、一部に環境への貢献、地元の応援等がある。必ずしも環境への貢
献がメインではない。
　最後に原発との関係を見ていく。
　函館市民において、自然環境・地球環境への配慮で「関心はない」人で、函館
の市長が原告となった原発訴訟に「関心はない」人が多い。つまり、自然環境・
地球環境への意識が、市長が原告となった原発訴訟への注目につながっている。
　また、函館市民において、電力の自由化で電力会社を変えた人、自宅で何らか
の再生可能エネルギーを利用している人で、市長が原告となった原発訴訟に「ふ
るさと納税」以外の寄付をしている人が比較的多い。電力の自由化による電力会
社の変更、自宅での再生可能エネルギーの利用の背景には、原発訴訟の応援の意
識があると考えられる。加えて、函館市民において、エネルギー市民ファンドへ
の寄付や投資を「知らない・関心はない」人で、市長が原告となった原発訴訟に「関
心はない」人が多い。エネルギー市民ファンドへの寄付や投資への関心と、原発
訴訟への関心は共通の背景を持っていることが考えられる。このように函館市民
において、市民のエネルギー選択は原発訴訟との関連が見られる。市長が原告と
なった原発訴訟の応援、つまりエネルギー選択を通じた脱原発運動である。
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注記
1)  函館市（2014）「大間原発の建設凍結のための提訴について」、   
＜http://www.city.hakodate.hokkaido.jp/docs/2014031000166/、2017年5月5
日確認＞
2)  朝日新聞「ふるさと納税の寄付金、原発訴訟の費用に　函館市」2017年4月10日
掲載
3)  函館新聞「ふるさと納税返礼品拡充、昨年上回る件数【函館】」2017年5月2日掲
載
4)  函館市（2017）「再生可能エネルギー導入推進への函館市の取り組み」、   
＜http://www.city.hakodate.hokkaido.jp/docs/2017011200013/、2017年5月5
日確認＞
5)  函館新聞「恵山風力発電廃止へ維持修繕費の負担重く」2015年11月21日掲載
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